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1.  平成21年3月期第2四半期の業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 4,410 ― 5 ― △28 ― 54 ―

20年3月期第2四半期 4,982 4.5 △20 ― △74 ― △140 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 6,063.94 ―

20年3月期第2四半期 △15,706.92 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 7,439 485 6.5 54,473.92
20年3月期 7,775 435 5.6 48,827.86

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  485百万円 20年3月期  435百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 0.00 0.00
21年3月期 ― ― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 0.00 0.00

3.  平成21年3月期の業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,850 △10.8 92 ― 9 ― 77 ― 8,659.71

4.  その他 
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  8,916株 20年3月期  8,916株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  ―株 20年3月期  ―株

③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 21年3月期第2四半期  8,916株 20年3月期第2四半期  8,916株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。従いまして、実
際の業績等は、業況の変化等により、これらの予想数値と異なる場合がございます。 
２．当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。  

- 1 -



定性的情報・財務諸表等

１．経営成績に関する定性的情報

　当第２四半期累計期間のわが国経済は、原油価格の高騰やバイオエタノールの増産などエネルギー問題、ガソリン

や食品など広範囲にわたる諸物価の上昇、さらに米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融不安等と

併せ、消費者の生活防衛意識が高まっており、個人消費が低迷しました。 

　当社の事業地盤としております北海道・東北地方におきましては上記の状況はより深刻さを増しており、諸物価の

高騰は個人消費マインドを低調に推移させる結果となりました。そのような環境下で当業界におきましても個人消費

の低迷が続く中での業界の垣根を越えた店舗間競争の激化など、依然として非常に厳しい経営環境が継続しておりま

す。 

　このような状況のもと、当社においては経営基盤の充実強化に努め、業績の向上と社業の発展に総力を傾注し、営

業店舗においてはお客様に支持される店舗を作り上げるため、Ｑ（クオリティ）・Ｓ（サービス）・Ｃ（クリンリネ

ス）・Ｔ（トレーニング）・Ｍ（マネジメント）を心掛けて運営して参りました。 　

　店舗展開におきましては、フランチャイジー事業であります「ミスタードーナツ」１店舗、オリジナルブランド事

業であり新業態であります「キッチンワン」１店舗を出店し、前事業年度において店舗閉鎖損として計上しておりま

した不採算店等16店舗の閉店、１店舗の社員独立による譲渡を行ないました。これにより、21業態116店舗となりまし

た。また、エリアフランチャイザーとしてはＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮ加盟店２店舗の出店があったことで加盟店舗数

11店舗となり、暖中業態加盟店舗数２店舗と合わせて13店舗の運営指導を行っております。

　以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は4,410百万円（前年同期比11.5％減）となりました。また、上記不採

算店等16店舗の閉鎖を実施したことにより、営業利益５百万円（前年同期、営業損失20百万円）、経常損失28百万円

（前年同期、経常損失74百万円）となりました。また、役員退職慰労引当金戻入益等105百万円の特別利益があった結

果、四半期純利益は54百万円（前年同期、四半期純損失140百万円）となりました。

２．財政状態に関する定性的情報

　　　当第２四半期会計期間末の総資産は前事業年度末の7,775百万円に比べ335百万円減少し、7,439百万円となりまし

た。この主な要因は借入金等の有利子負債の返済により現金及び預金が200百万円減少したこと等によるものであり

ます。

　また、純資産は前事業年度末と比較して50百万円増加し、485百万円となりました。この主な増加の要因は、四半

期純利益54百万円の計上により利益剰余金が54百万円増加したためであります。 

 　キャッシュ・フローの状況

 　当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ132百万円減少し、223百万円

となっております。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 　 営業活動の結果得られた資金は、121百万円となりました。これは主として、税引前四半期純利益62百万円を計上し

たこと、仕入債務の減少71百万円等によるものであります。

   (投資活動によるキャッシュ・フロー)

 　 投資活動の結果支出した資金は、88百万円となりました。これは主として、定期預金の払戻しによる収入113百万円

があったものの、有形固定資産の取得による支出205百万円等によるものであります。

   （財務活動によるキャッシュ・フロー）

 　財務活動の結果支出した資金は、165百万円となりました。これは主として、社債の償還による支出150百万円等に

よるものであります。

３．業績予想に関する定性的情報

　通期の業績予想につきましては、不採算店閉鎖後の第２四半期会計期間の業績は既存店の営業力強化及び経費削減

に注力した事で回復してきており、特に、主力業態でありますミスタードーナツ業態において連続的な新商品等投入

及び既存店のリニューアルにより売上確保を図って参ります。一方、ＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮＥ業態初の関西地区で

の加盟出店を10月に行い好調に推移していることから、下期につきましても同様に回復傾向で推移していくものと思

われます。しかしながら、原油高から派生した諸物価上昇、さらに、サブプライムローン問題に端を発した世界的な

金融市場の混乱等により景気後退局面となっており、地域経済におきましても、所得・雇用環境の改善が進まず、個

人消費はより一層、生活防衛意識を高めるものと見込まれます。

　これらの要因を保守的に勘案し、第１四半期会計期間の落込みを吸収しきれないと判断した結果、通期の業績は売

上高8,850百万円、営業利益92百万円、経常利益９百万円、当期純利益77百万円を予定しております。



４．その他

　　（１）期中における重要な子会社の異動

　　　　　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　　　　　①たな卸資産の評価方法

　当第２四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部商品において実地棚卸を省略し、前事業年度末

の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見

積もり、簿価切下げを行なう方法によっております。　

　　　　　②一般債権の貸倒見積高等の算定方法

　当第２四半期末の貸倒実績率等が前期末に算定したものと著しい変化がないと認められる為に、前期末に

おいて算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

　　　　　③固定資産の減価償却費の算定方法

　減価償却費について、予算に基づく年間償却予定額を期間按分し、期中の取得、売却又は除却する固定資

産の減価償却費の額を期間按分する方法によっております。

　　　　　④法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税金控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。

（３）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

　①当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規

則」に従い四半期財務諸表を作成しております。

　　　　　②たな卸資産については、従来、主として売価還元法による原価法によっておりましたが、当第１四半期会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主として売

価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定して

おります。

この変更に伴う損益に与える影響はありません。



１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,093,436 1,293,534

受取手形及び売掛金 248,858 233,273

商品 680,096 705,095

原材料 27,711 28,699

その他 243,042 232,921

貸倒引当金 △15,450 －

流動資産合計 2,277,695 2,493,525

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,100,374 2,127,045

工具、器具及び備品（純額） 547,382 548,191

土地 573,649 573,649

その他（純額） 63,425 44,296

有形固定資産合計 3,284,832 3,293,182

無形固定資産 185,482 192,806

投資その他の資産   

投資有価証券 287,670 292,602

長期前払費用 234,666 287,209

敷金及び保証金 1,107,978 1,155,565

その他 87,405 89,939

貸倒引当金 △28,000 △31,602

投資その他の資産合計 1,689,721 1,793,713

固定資産合計 5,160,036 5,279,702

繰延資産 2,030 2,369

資産合計 7,439,762 7,775,597

負債の部   

流動負債   

買掛金 248,276 291,365

短期借入金 100,000 100,000

1年内返済予定の長期借入金 2,050,960 2,010,947

1年内償還予定の社債 220,000 290,000

未払法人税等 12,368 11,891

その他 404,654 489,189

流動負債合計 3,036,260 3,193,393

固定負債   

社債 220,000 300,000

長期借入金 3,520,338 3,576,325

退職給付引当金 23,114 20,135



（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

役員退職慰労引当金 － 75,408

その他 154,359 174,984

固定負債合計 3,917,812 4,146,854

負債合計 6,954,072 7,340,248

純資産の部   

株主資本   

資本金 388,153 388,153

資本剰余金 424,003 424,003

利益剰余金 △342,723 △396,789

株主資本合計 469,432 415,366

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 16,256 19,982

評価・換算差額等合計 16,256 19,982

純資産合計 485,689 435,349

負債純資産合計 7,439,762 7,775,597



（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 4,410,956

売上原価 1,814,001

売上総利益 2,596,954

販売費及び一般管理費 2,591,257

営業利益 5,696

営業外収益  

受取利息 4,446

受取配当金 2,618

不動産賃貸料 45,271

受取保険金 10,308

その他 14,816

営業外収益合計 77,461

営業外費用  

支払利息 68,474

不動産賃貸原価 28,944

その他 14,607

営業外費用合計 112,025

経常損失（△） △28,867

特別利益  

前期損益修正益 29,651

役員退職慰労引当金戻入額 75,408

特別利益合計 105,060

特別損失  

固定資産除却損 256

貸倒引当金繰入額 13,000

その他 593

特別損失合計 13,850

税引前四半期純利益 62,341

法人税、住民税及び事業税 8,275

法人税等合計 8,275

四半期純利益 54,066



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 62,341

減価償却費 262,527

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,979

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △75,408

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,847

受取利息及び受取配当金 △7,064

支払利息 68,474

社債発行費償却 339

有形固定資産除売却損益（△は益） 6,585

売上債権の増減額（△は増加） △15,585

たな卸資産の増減額（△は増加） 27,779

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,522

仕入債務の増減額（△は減少） △71,725

未払消費税等の増減額（△は減少） 9,676

その他の流動負債の増減額（△は減少） △81,757

預り保証金の増減額（△は減少） △17,973

小計 181,512

利息及び配当金の受取額 16,788

利息の支払額 △67,824

法人税等の支払額 △8,519

営業活動によるキャッシュ・フロー 121,957

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △45,838

定期預金の払戻による収入 113,289

投資有価証券の取得による支出 △1,323

有形固定資産の取得による支出 △205,064

有形固定資産の売却による収入 1,573

無形固定資産の取得による支出 △5

短期貸付金の増減額（△は増加） △4,078

長期貸付金の回収による収入 32

その他 52,784

投資活動によるキャッシュ・フロー △88,629

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入れによる収入 935,000

長期借入金の返済による支出 △950,974

社債の償還による支出 △150,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △165,974

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △132,647

現金及び現金同等物の期首残高 355,995

現金及び現金同等物の四半期末残高 223,348
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